
令和５年６月２０日（火）

総務省自治財政局

公営企業経営室

準公営企業室

水道・下水道事業の広域化に係る
計画の策定状況について



＜広域化・共同化の推進の背景＞
○ 人口減少等に伴う料金収入の減少、施設等の老朽化に伴う更新需要の増大、職員（特に技術職員）の減少等、上下水道事業を取り
巻く経営環境が厳しさを増す中で、上下水道事業の持続的な経営の確保が求められている。

○ そのため、各都道府県に対し、水道・下水道それぞれの広域化に関する計画を策定することを要請し、策定期限の令和４年度中にほぼ全
ての都道府県で策定済み（水道：46団体（沖縄県以外）、下水道：47団体）。

＜地方財政措置＞
○水道（H27～、R1拡充、R5拡充）
・ 広域化に伴い必要となる施設整備やシステム共同化等に要する経費について、1/2を一般会計出資債の対象とし、その元利償還金の
60％を普通交付税措置（令和元年度から単独事業を対象に追加するとともに、交付税措置率を50％→60％に拡充）
・ 都道府県が実施する広域化の推進のための調査検討に要する経費について、普通交付税措置（R5～R7。下水道も同様。）
○下水道（R元～、R4拡充、R5拡充）
・ 複数市町村の事業に加え、市町村内で実施する複数事業の施設統合や、同一下水道事業内の処理区統合に必要となる管渠等の広
域化・共同化に要する施設整備費について、処理区域内人口密度等に応じ、繰出基準を１割引上げ、元利償還金の28～56%を普通
交付税措置（通常は16～44％（事業費補正分））
・ 流域下水道への統合のための接続管渠等の整備について、更に繰出基準を１割引上げ、元利償還金の35～63％を普通交付税措置
・ 複数の地方公共団体で事務を共同で処理する際に必要なシステム整備費を下水道事業債（広域化・共同化分）の対象に追加
（R5～）

水道・下水道事業それぞれにおける広域化・共同化の推進について

計画に基づく広域化の取組を市町村の経営戦略に反映し、着実に進めるとともに、
更なる広域化の取組を検討いただきたい。
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１．水道事業
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広域連携の推進

広域連携の形態 内容 事例

事業統合
・経営主体も事業も一つに統合された形態

（水道法の事業認可、組織、料金体系、管理が一体化されている）

香川県広域水道企業団

（香川県及び県下８市８町の水道事業
を統合：H30.4～）

経営の一体化
・経営主体は同一だが、水道法の認可上、事業は別形態

（組織、管理が一体化されている。事業認可及び料金体系は異なる）

大阪広域水道企業団

（大阪広域水道企業団が９市町村の水
道事業を経営：H29.4～順次拡大）

業
務
の
共
同
化

管理の
一体化

・維持管理の共同実施･共同委託(水質検査や施設管理等)
・総務系事務の共同実施、共同委託

神奈川県内５水道事業者

（神奈川県、横浜市、川崎市、横須賀
市、神奈川県内広域水道企業団の水源
水質検査業務を一元化：H27.4～）

施設の
共同化

・水道施設の共同設置・共用
（取水場、浄水場、水質試験センターなど）

・緊急時連絡管の接続

熊本県荒尾市と福岡県大牟田市

（共同で浄水場を建設：H24.4～）

その他 ・災害時の相互応援体制の整備、資材の共同整備等 多数

小規模で経営基盤が脆弱な事業者が多いことから、施設や経営の効率化・基盤強化を図る広域連携の推進

が重要である。料金収入の安定化やサービス水準等の格差是正、人材・資金・施設の経営資源の効率的な活

用、災害・事故等の緊急時対応力強化等の大きな効果が期待される。

（出典）厚生労働省資料
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ア 自然・社会的条件に関すること

イ 水道事業のサービスの質に関すること

ウ 経営体制に関すること

エ 施設等の状況に関すること

オ 経営指標に関すること

水道事業者に係る基礎的事項、給水人口、産業
の動向といった自然・社会的条件に関すること

（３）経営上の課題

・中長期の課題を把
握分析するため、40
～50年程度の期間
を設定

・客観的な人口推計、
施設・設備の老朽化
の状況等を各項目
に反映

・アセットマネジメント、
官民連携、ダウンサ
イジング等の経営方
策を各項目に反映

（２）将来見通し（１）現状

・左記のア
～オの事
項について、
図表等を用
いながら分
かりやすく
現状を分析

・都道府県
水道ビジョ
ンや各事業
者の経営
戦略等も活
用

「水道広域化推進プラン」の全体像（イメージ）

水安全計画の策定状況、災害時の対応計画と
いった水道事業のサービスの質に関すること

職員の状況、業務委託の状況、広域化の状況
といった経営体制に関すること

水源の状況、給水能力、浄水場や管路等の耐震化
・経年化の状況といった施設等の状況に関すること

更新経費、収益的支出、水道料金、収益性・安
全性等の経営指標に関すること

（１）広域化パターンの設定

（２）広域化のシミュレーション

・経営統合や施設の共同設置・共同利用、事務の広域
的処理など、広域化の多様な類型の中から、圏域や当
該地域における実現可能性等も踏まえ、検討を行う広
域化パターンを設定

・既存の圏域を基本としたシミュレーション等を行うこと
も考えられるが、広域化の類型によっては圏域を超え
た広域化パターンの検討も重要

・（１）で設定した広域化パ

ターンごとにシミュレーション

を実施し、効果を算出

・（１）で設定した広域化パ

ターンを組み合わせ、左記

のア～オの事項に基づき、

広域化した場合の複数の将

来見通しを策定

・実際には、各都道府県に

おける広域化の検討状況等

を踏まえ、先行してシミュ

レーション等を実施している

団体の事例等も参考に実施

現状と将来見通しを踏まえて明らかとなった課題を列挙

（例）

・水需給の不均衡 ・災害への対応 ・職員数の減少

・有収水量の減少に伴う、施設利用率の低下

・老朽化、耐震化対策の必要性

・料金収入の減少 ・更新需要の増大 ・経営状況の悪化

比較

・当面実施する具体的取組やスケジュールについて、必要な施設の整備内容や検討のための協議会
の開催など、水道広域化推進プラン策定時において決まっていることを記載

・特に、地方単独事業については、事業を具体的に実施する前に、事業目的や事業期間、事業費概
算などを記載し、策定時において決まっている他の広域化に係る事業（国庫補助事業等）との関係性
も含め、広域化推進方針に照らした事業の整合性を明らかにすることが重要

（２）当面の具体的取組内容及びスケジュール

・広域化のシミュレーションと効果
の算出を踏まえて、今後の広域化
の推進方針を記述

（１）広域化の推進方針

効果の算出

・設定した複

数の将来見通

しについて、

自然体での将

来見通しと比

較し、定量的・

定性的に総合

的な効果を分

析
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◆具体的な取組（経営統合）
①市町と県で構成する企業団のもとで、水道事業と水道用水供給事業を一体的に運営し、全体最適による事業の効率化を図る。
②統合以外の連携を選択する市町は、企業団や関係市町間で、事務の広域的処理などに取り組み、業務の効率化を図る。

県全域での経営統合（広島県）

 令和２年度
水道広域連携推進方針（広域化プラン）策定

 令和４年度 水道企業団設立（14市町・県）

 令和５年度 事業開始

●プラン策定後の取組

●取組の概要
県全域を範囲とし、経営組織を一元化する「統合による連携」を目指す。

◆シミュレーションの結果
○県全域で統合した場合の効果額は、約1,708億円／40年と見込まれる（建設改良費及び維持管理費の減 、国交付金収入による負担減）。
○単独経営でも広域連携でも料金上昇は避けられない見込みだが、
単独経営と比べ料金の上昇幅を26％抑制することが可能。

統合に参画していない７市町に対し、統合効果
を示すことにより、全体最適を目指す

●統合のイメージ
竹
原
市

府
中
市
上

三
次

市

庄
原
市

東
広
島
市

廿
日
市
市

大
崎
上
島
町

熊
野
町

北
広
島
町

世
羅
町

三
原
市

江
田
島
市

安
芸

高
田
市

神
石

高
原
町

広
島
県
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企業長

事務局本部

副企業長

議会 監査委員

選挙管理委員会

（１㎥あたり） H29年度 R43年度 上昇幅

単独経営 176円 → 271円 ＋95円

広域連携 176円 → 246円 ＋70円
▲26％
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◆具体的な取組（経営統合）
①鶴岡市・酒田市・庄内町の２市１町において、企業団を設立のうえ水平統合を実現。
②県企業局の広域水道用水供給事業を含めた更なる事業統合について検討を行い、最終的には市町で設立した
企業団を経営主体とした垂直統合を目指す。

圏域単位の経営基盤強化（山形県）

 令和５年度 協議会設置

 令和７年度 企業団設立（２市１町）※

 令和８年度 事業開始（水平統合）※

●今後の取組

●取組の概要

施設の最適化と経営の効率化及びソフト連携を進めながら、庄内圏域全体の経営基盤の強化を目指す。

◆シミュレーションの結果
○ 水平統合の削減効果は、約254億円／31年と見込まれる。
○ 用水供給事業も含めた水平・垂直統合の削減効果は約273億円／31年と見込まれる。
（施設の統廃合による更新費の減、集中監視等による委託費の減、国の交付金収入による負担減など）

最終的には、垂直統合により庄内圏域全体の経
営基盤の強化を目指す

●施設の最適化イメージ

※ プランへの記載はなく聞き取りによる 7

（酒田市） （県企業局）

（県企業局）



２．下水道事業
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広域化・共同化の手法

○ 地形的条件や隣接した施設・地区の特性、地方公共団体が抱える課題等を踏まえ、適切な手法を選択。

・運転監視
・水質試験
・汚泥処理

複数の汚水処理事業（下水道、集落排水施設、浄化槽等）

による下水道施設の共同利用
施設の統廃合

維持管理業者選定委員会

Ａ町 Ｂ町
協定

維持管理業者

公募型プロポーザル

選定

ICT等の活用による
下水道施設の集中管理

複数の市町村による施設の共同利用

複数地方公共団体間による
民間企業の共同選定

公社等の第三者機関を介した
維持管理業務の共同化

A市 B市 C町 D村

公社等の第三者機関

各々共通仕様書で契約

民間維持管理業者

委託（競争入札等）

ハ
ー
ド
連
携

ソ
フ
ト
連
携

中核処理場
＜集中監視装置＞

B村
処理場

C町
処理場

D町
処理場

E村
処理場

F町
処理場

光回線

A町
処理場
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（出典）国土交通省資料
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【出典】広島県HPより
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官民出資の広域補完組織による下水道事業の支援（秋田県）
●取組の概要

県・市町村・民間企業が出資する地域密着型の「広域補完組織」（株式
会社）を設立し、自治体の実情に合わせて幅広い業務を支援することに
より、持続可能な下水道事業の運営を目指す。

広域補完組織のスキーム（図１）

広域補完組織の想定業務（図２）

◆効果
• 同種業務の包括的な実施によるコストの縮減と質の向上
• 専門人材不足の解消と自治体職員の負担軽減（注力すべき業務に専念）
• 経営面、技術面でのきめ細やかな相談対応による事業運営の最適化
• 広域補完組織への人材派遣を通じた自治体職員の技術力の向上

◆具体的内容
官と民の人材・ノウハウを結集し、持続可能な下水道事業の運営を実現

するため、官民が出資する地域密着型の補完組織を構築（図１）
（令和5年11月設立、令和6年4月本格運用開始予定）
• 公権力の行使に関わる業務（使用料改定、条例制定等）や地域企業を
中心に広く民間委託が行われている業務（設計、維持管理等）を除い
た業務を中心に、広域補完組織に委託（図２）。事業管理者（県、市
町村）の権限はそのままに県内自治体の事業運営の弱点を補完

• 事業運営コストの抑制に向けて、計画方針などの統一化及び管理情報
の一元化も目指す

◆課題
• 生活排水処理事業の運営に関して、行財政改革等による職員総数の減
少のほか、経験が豊富な技術職員の退職も進行しており、円滑な業務
執行と持続的な事業運営に課題

• ストックマネジメント計画の策定等の専門知識が必要な業務や、工事
監督補助等の人手が必要な業務など、自治体の多種多様なニーズに対
応した個別最適な補完が必要
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◆課題
• 下水道事業に携わる中小市町村の専門技術者の不足、施設の
維持管理経費の増大など

◆取組内容
• 県のみならず市町村等への技術支援及び広域的な維持管理の実
施を目的として、平成3年2月に下水道公社を設立（図１参照）

• 公社において、県内市町村等の下水道終末処理場（55市町村・
組合の102場）のうち、31市町村・組合の43場（他に農集排16
場）の維持管理業務（処理施設の運転管理や修繕、薬品の購入
等）などを受託

• その中でも、異なる事業（公共下水道と農集排）の一元管理や
複数市町村の処理場を広域管理する事例もあり（図２参照）

◆効果
• 市町村の事務負担軽減
• 職員数の削減やスケールメリット等によるコスト削減
（維持管理経費は、公社委託した方が委託しない場合に比べ
11％削減（出典：日本下水道協会発行「H22下水道統計」））

• 管理の質が向上（公社のノウハウを活かした効率的・効果的な
維持管理、複数年契約による計画的な業務実施など）。

下水道公社による維持管理の広域化・共同化（長野県）
●取組の概要
各県にある下水道公社は、県の処理施設に係る業務の受託を主な目的とするものが大半だが、長野県では、

市町村が実施する維持管理業務を下水道公社が受託し一括管理。

（図２）長野県下水道公社における一元管理・広域管理の状況

（図１）下水道公社の活用イメージ図
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市町村同士の連携による施設の統廃合（計画の記載例）
◆長崎県汚水処理広域化・共同化計画（抜粋）

流域下水道への統合

市町村間での統合

市町村内での統合
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